
候補者名 記入者

劣 ← 普通 → 優

1 2 3 4 5

（1） 実績

・類似業務の実績と成果を有しているか。

（事務局が以下の客観的視点により採点）

業務実績(過去5年間の類似業務)が、
５件以上　評価５
４件　評価４
３件　評価３
２件　評価２
１件以下　評価１
※発注者の官民は問わない。

×2 10

（2） 実施体制 ×2 10

劣 ← 普通 → 優

1 2 3 4 5

企画力
【様式６】企画提案書
（地域特性への理解）

×5 25

企画力
【様式６】企画提案書
（実現可能性）

×5 25

実行力
【様式６】企画提案書
（レイアウトの構成）

×5 25

実行力
【様式７】企画提案書
（コンテンツと調和しているか）

×5 25

ウ

実現性
【様式８】
業務従事予定者の配置計画
【様式９】
スケジュール

×3 15

エ
人材育成・サポート力
【様式１０】企画提案書 ×3 15

劣 ← 普通 → 優

1 2 3 4 5

（１） 見積価格 ×2 10

160一次審査合計点

講評等（ポイントとなった事項など）

点数 最高点

ア　区内事業者優遇
　　区内事業者の場合に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点
イ　ワーク・ライフ・バランス推進企業の評価
　　ワーク・ライフ・バランス推進企業としての認定を受けている事業者に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点
ウ　障害者雇用の評価
　　障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条に規定する法定雇用障害者数以上の障害者雇用がある事業者に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点
エ　環境配慮に対する評価
　　ISO14001の認証等に参加している事業者に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点
オ　災害協定活動に対する評価
　　区と災害時における協定の締結がある場合又は区と災害時における協定の締結がある団体の構成員である場合、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点
カ　女性活躍推進に対する評価
　　女性活躍推進企業としての認定を受けている事業者に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点

加点項目
　ア～カの各項目に該当する場合、事務局採点配点の合計の５％（小数点以下切上げ）を一次評価点に加点します。
　※事務局採点配点の満点(150点)の５％は８点なので、最大48点（8点×6項目）加点されます。

事務局採点配点の満点
（30点×5委員分） １５０点

（事務局が以下の客観的視点により採点）

事業規模を5,000,000円に対して、
評価５：±１％以内（5,050,000円～4,950,000円）
評価４：±２％以内（5,100,000円～5,050,001円　4,949,999円～4,900,000）
評価３：±３％以内（5,150,000円～5,100,001円　4,899,999円～4,850,000）
評価２：±４％以内（5,200,000円～5,150,001円　4,849,999円～4,800,000）
評価１：±５％以上（5,200,001円以上　4,799,999円以下）

最高点

評価係数

点数評価係数

麻布地区地域情報紙「ザ・AZABU」編集業務委託
採点基準表（第一次審査）

一次審査（書類審査）

評価係数 点数 最高点１　事業者の評価（事務局採点）

・本プロジェクト目的達成が叶うよう本業務を完遂できる十分な人員が配置されている
か。

（事務局が以下の客観的視点により採点）

（１）統括責任者を含めて業務従事予定者の数が５人である　評価５
（２）統括責任者を含めて業務従事予定者の数が４人である　評価４
（２）統括責任者を含めて業務従事予定者の数が３人である　評価３
（２）統括責任者を含めて業務従事予定者の数が２人である　評価２
（３）統括責任者を含めて業務従事予定者の数が１人である　評価１

３　見積額の評価（事務局採点）

・本紙のコンセプト及び過去紙面を飾ったコンテンツの文脈を踏まえた提案されている
か。
・本紙をさらに魅力的にする新たなコンテンツ（新企画）が提案されているか。

・行政の発行物であることを考慮した平等な紙面・デザインの提案ができているか。
・様々な年齢層が見る紙面であるため、レイアウトは読みやすく興味を引くものか。

・原稿執筆や取材に慣れていない編集委員に対する具体的なサポート方法（例えばテー
マ別学習会、個別レクチャー等）が提案されているか。
・本業務に必要な経験や知識を十分に活かしたサポート方法の提案がされているか。

２　提案内容の評価

ア

・実現可能な将来像が具体的に書かれているか。

編集委員の経験や関心のあることを聞き出す手法はあるか。また、聞き出した経験やス
キルを記事の作成に有効に使える提案がされているか。

イ

・従事者の配置は適正か。
・スケジュールは現実的に完遂可能か。
・予測不能な事態への対応を踏まえているか。
・安全対策、個人情報保護を十分配慮できているか。


